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 第６期おだわら高齢者福祉介護計画（素案）に対する市民意見の募集結果について 

 

１ 意見募集の概要 

政策等の題名 第６期おだわら高齢者福祉介護計画（素案） 

政策等の案の公表の日 平成２６年１２月１５日 

意見提出期間 平成２６年１２月１５日から平成２７年１月１３日ま

で 

市民への周知方法 意見募集要項の配布（市内公共施設、ホームページ

等） 

２ 結果の概要 

  提出された意見は、次のとおりです。 

意見数（意見提出者数）     ８件 （３人） 

 インターネット     ６件 （２人） 

 ファクシミリ     ２件 （１人） 

 郵送     ０件 

 直接持参     ０件 
 

無効な意見提出     ０件 

３ 提出意見の内容 

  パブリックコメントで提出された意見の内容とそれに対する市の考え方は、次の

とおりです。 

 〈総括表〉 

区分 意見の考慮の結果 件  数 

Ａ 意見を踏まえ、政策等に反映したもの １ 

Ｂ 意見の趣旨が既に政策等に反映されているもの ４ 

Ｃ 今後の検討のために参考とするもの ３ 

Ｄ その他（質問など） ０ 
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〈具体的な内容〉 

 

 (1) 計画の重点指針に関すること 

 意見の内容（要旨） 区分 市の考え方（政策案との差異を含む。） 

１ すべての取り組みに共通

する人材不足、担い手不

足に関しては、今のうち

から元気な団塊世代の活

用が必須である。 

Ｂ 高齢者人口が増えている中、自立した

高齢者も増えていることから、第６期

計画の重点指針の１つとして、プロダ

クティブ・エイジングの推進を位置付

け、高齢者の社会参加を促す取り組み

を進めております。 

２ 行政主導で地域包括ケア

システムを推進していけ

るのか。関係団体と情報

を共有しないと対応する

ことが出来ないのではな

いか。 

Ｂ 地域包括ケアシステムの構築について

は行政が主導しながら、関係機関や地

域の関係団体と緊密に連携を図りなが

ら進めていきます。 

  (2) 生活支援・介護予防サービスに関すること 

 意見の内容（要旨） 区分 市の考え方（政策案との差異を含む。） 

１ 生活支援事業について、

地域による格差が出ない

よう平等に利用できるシ

ステムの構築を図ってほ

しい。また、ゴミ出し等

に関しては、高齢者等へ

の戸別収集を行っている

市町村もあるので、行政

としてできる上乗せサー

ビスも地域支援事業とし

て位置付ける必要がある

のではないか。 

Ｃ 生活支援事業については、ゴミの戸別

収集を含め、今後検討していきます。 

(3) 介護予防事業に関すること 

 意見の内容（要旨） 区分 市の考え方（政策案との差異を含む。） 

１ 介護予防普及啓発事業

は、自主的な参加者は少

なく、効果も上がってい

Ｂ 介護予防教室のメニューを増やした

り、会場を身近な公民館にするなど、

参加しやすい環境づくりに努めてお
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ない。評価ばかりにお金

が使われており、全国的

に見ても同様の状況であ

る。継続して事業とする

のであれば、ぜひ実のあ

る事業としてほしい。 

り、参加者も増えてきています。ま

た、２次予防対象者など、個々の健康

状態にあわせた教室も実施したこと

で、全体としての効果も上がっていま

すので、今後も引き続き充実させてい

きます。 

 (4)介護サービス及び地域支援事業の見込量に関すること 

 意見の内容（要旨） 区分 市の考え方（政策案との差異を含む。） 

１ 居宅療養管理指導の伸び

率について、その要因が

看護師の指導が新設され

たことによるものとなっ

ているが、全国的にも看

護師の居宅療養管理指導

は皆無であり、微増では

あるが、有料老人ホーム

やサービス付住宅への薬

局・歯科衛生士による居

宅療養管理指導が増えた

要因だと思われる。 

Ａ ご意見のとおり、看護師による居宅療

養管理指導が、全体に占める割合は少

数です。一方、居宅療養管理指導を提

供する歯科医院及び薬局は、増加傾向

にありますので、素案の内容を一部修

正します。 

２ 介護サービス見込量の算

定を利用率の伸び等から

見込んでいるが、サービ

ス提供側からすると介護

人材の確保が大きな問題

である。 

すでに職に就いている者

の高齢化など、いずれは

人員不足で営業ができな

い状況にもなりかねな

い。人材確保を目的とし

た事業所支援も計画に位

置付けていただきたい。 

Ｂ 介護人材の確保は全国的な課題となっ

ていますが、本市においても、必要な

人材の量的確保や質の確保に向け、事

業者と連携し、仕事の魅力や、やりが

いに関する情報発信等に取り組むほ

か、処遇改善等に関して、国や県に対

する働きかけを行います。 

(5) 個別事業等に関すること 

 意見の内容（要旨） 区分 市の考え方（政策案との差異を含む。） 

１ 家族介護用品支給事業

（紙おむつ）について、

Ｃ 家族介護用品支給事業は、地域支援事

業として、在宅の高齢者を介護してい
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家族がいるものだけでな

く、一人暮らしの要介護

者にも同様に支給をして

ほしい。今後、独居者が

増える中、訪問介護等の

サービスを受けてでも一

人で生活をする人も出て

くると思われる。家族が

いようがいなかろうが平

等に対応してほしい。 

る家族の経済的負担の軽減を図る目的

で、介護保険の要介護認定において要

介護３以上と認定された住民税非課税

世帯の方を対象として実施しています

が、支給対象者の見直しについては、

高齢者の生活状況等を踏まえ検討して

いますので、いただいたご意見は今後

の参考とさせていただきます。 

２ 地域包括支援センターの

名称については、これま

で数字で割り振りをして

いたが、どの地区が担当

なのか分かりづらかっ

た。例えば、東富水地区

包括支援センターなど、

担当地区が分かるよう地

域の名前を入れたほうが

よいのではないか。 

Ｃ 地域包括支援センターの名称について

は、いただいたご意見も参考にさせて

いただき、第６期計画期間の地域包括

支援センターが１２箇所に増設される

までには名称変更の時期も含め、検討

してまいりたいと考えています。 

 


